
 

Ⅱ 東京都消費生活総合センター相談受付分 

 

１ 相談受付状況 

 

(1) 相談件数の推移 

東京都消費生活総合センター（以下、｢都センター｣という。）は、前身の東京都消費者センターと

して昭和 44 年 4 月に開設された。開設当初の相談件数は年間 5 千件であったが、昭和 49 年度の石油

パニック時に約 3 倍の 1 万 6 千件台で第 1 次ピークとなった。その後、年々減少していたが、昭和 54

年度に再び増加傾向に転じ、商品相場・金商法が社会問題化した昭和 61 年度に、2 万 8 千件台で第 2

のピークとなった。その後、平成 7 年度に 3 万件を超えてからは、平成 15 年度まで 3 万から 3 万 1 千

件台で推移していたが、平成 16 年度には架空・不当請求が急増したことにより 3 万 5 千件を超えた。

都センターにおいて専用相談電話「架空請求 110 番」を設置し、体制を強化した平成 17 年度には、相

談件数が 4 万１千件近くとなる第 3 のピークとなった。その後、架空・不当請求に関する相談はやや

沈静化し、平成 19 年度に架空・不当請求の新たな手口による相談件数が増えたことで再び増加し４万

件を超えたが、平成 20 年度には再び減少に転じた。 

平成 21 年度には、都センターにおける土曜相談の開始、消費者庁発足による消費者の関心の高まり

もあって再び増加となり、平成 22 年度には若干落ち着いたものの、平成 20 年度以降は３万５千件か

ら６千件台で推移している。（都表－1,都図－1） 

   

    都表－1  相談件数の推移（東京都）                                                  単位：件 

年度 昭和44年度 45年度 46年度 47年度 48年度 49年度 50年度 51年度 52年度 53年度 54年度 55年度
件数 5,871 6,759 9,212 11,617 13,521 16,477 13,126 12,326 11,365 10,212 11,298 12,949

年度 56年度 57年度 58年度 59年度 60年度 61年度 62年度 63年度 平成元年度 2年度 3年度 4年度
件数 15,058 16,585 17,409 20,152 27,099 28,583 27,308 25,095 24,659 23,834 23,982 26,684

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
件数 27,216 28,618 31,987 31,643 30,548 30,144 30,173 31,285 31,165 30,558 31,792 35,834

年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
件数 40,983 38,449 40,140 35,279 36,744 35,744  

 

 都図－１  年度別相談件数の推移（東京都） 
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(2) 相談区分及び方法別相談件数 

相談区分をみると、「苦情」は 33,446 件寄せられ全体の 93.6％を占める。「問合せ」は 2,256 件と

なり全体の 6.3％を占め、「要望」は 42 件で全体の 0.1％とわずかであった。前年度に比べ「苦情」が

5.8％減少する一方で、「問合せ」は 87.4％増加している。 

相談方法別でみると、「電話」による相談が 34,414 件と圧倒的に多く、全体の 96.3％を占めている。

「来所」による相談は 1,222 件と全体の 3.4％を占め、前年度より増加している。「文書」は 108 件で

全体の 0.3％を占める。（都表－2） 

 

  都表－2  相談区分・相談方法別相談件数                            単位：件 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 契約購入金額 

契約購入金額についてみると、50 万円未満の金額で全体の４割近くを占める。最も多いのは「5 万円

以上 10 万円未満」で、全体の 12.4％を占めており、件数も前年度より 53.8％増加している。また契約

購入金額が 1 千万円以上の金額も全体の 2.1％寄せられており、その中で「1 億円以上」は 19 件となっ

ている。平均金額は約 177 万 2 千円と、前年度よりわずかに低い額となっている。（都表－3）  

  

 都表－3  契約購入金額                       単位：件  

 

対前年度比

１万円未満（※0円を含む） 2,602 (7.3%) 2,912 (7.9%) 89.4%

1万円以上 5万円未満 3,059 (8.6%) 3,805 (10.4%) 80.4%

5万円以上 10万円未満 4,418 (12.4%) 2,872 (7.8%) 153.8%

10万円以上 50万円未満 3,858 (10.8%) 4,537 (12.3%) 85.0%

50万円以上 100万円未満 1,298 (3.6%) 1,436 (3.9%) 90.4%

100万円以上 500万円未満 2,052 (5.7%) 2,209 (6.0%) 92.9%

500万円以上 １千万円未満 409 (1.1%) 371 (1.0%) 110.2%

1千万円以上  5千万円未満 609 (1.7%) 625 (1.7%) 97.4%

5千万円以上 １億円未満 96 (0.3%) 105 (0.3%) 91.4%

１億円以上 19 (0.1%) 22 (0.1%) 86.4%

その他・不明 17,324 (48.5%) 17,850 (48.6%) 97.1%

総件数 35,744 (100.0%) 36,744 (100.0%) 97.3%

総合計金額 95.9%

平均金額　（※） 98.4%

22年度 21年度

34,016,897,022円

1,800,407円

32,638,853,307円

1,771,925円
 

※「その他・不明」を除いて算出 

対前年度比

苦　情 33,446 (93.6%) 35,509 (96.6%) 94.2%

問合せ 2,256 (6.3%) 1,204 (3.3%) 187.4%

要　望 42 (0.1%) 31 (0.1%) 135.5%

来　所 1,222 (3.4%) 922 (2.5%) 132.5%

電　話 34,414 (96.3%) 35,693 (97.1%) 96.4%

文　書 108 (0.3%) 129 (0.4%) 83.7%

35,744 (100.0%) 36,744 (100.0%) 97.3%計

相談区分・方法 21年度

相談区分

相談方法

22年度
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